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集団のDAMAGE IMPACTの制御

因果律からみたSeismic Damage（地震被害）の制御： 2

Hazard＝Seismicity×Attenuation×Ground Amplification

Damage Impact ＝ Hazard×ΣPopulationVulnerability
– 制御可能：Ground Amplification→建築・土木工学

– 制御可能：Vulnerability, Population→建築工学

– 制御不能：Hazard
– 事前評価：Seismicity → Hazard Map（地震想定）

：Damage Impact → Damage Map, Damage Scenario（被害想定）

– 直前予測：Attenuation → Nowcast（緊急地震速報）

Attenuation

Seismicity

Hazard
Ground Amplification

Vulnerability
Population Indirect damage sequence

被害連関

地震工学 Earthquake Engineering

第８回

被害関数の話

今日のキーワード

1.Vulnerability    4.Damage Screening
（脆弱性） （被害認定）

2.Damage Rate 5.Seismic Capacity Evaluation 

（被害率） （耐震診断）

3.Damage Index 6.Damage Pattern
（損傷度） （破壊パターン）

地震被害の考え方

集団のVULNERABILITY制御？
＝POPULATION制御（都市防災）
↑地域のリスクマップの有効利用

行政に必要な被害情報：
部材の応力ではなく、構造物の終局状態

変形 ΔL

荷
重
ΔP

脆性的破壊型

延性的破壊型

ΔP
ΔL

＜破壊スピード＞

＜破壊パターン＞
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被害認定の方法
2013年内閣府：被害認定基準運用指針

全体被害判断

部分被害判断

部分被害判断

大規模被害の時には、

部分被害判断は不可能なのだ

被害の部分判定と全体判定

１．建物内で発生する死者に関する研究
(1)建物破壊パターンの提案

図１ 破壊パターンと被害尺度との対応関係
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木造破壊パターン 

 

RC 造破壊パターン 

 

D-LEVEL 

自治体統計 

Damage Index 

被害を外観から可視化し、さらに損傷度（Damage Index)の［0，1］数直線上に並べ、
量的扱い及び他の尺度との比較を可能にした。

建物破壊パターン
重量S造

10

桑村仁・他
鋼構造躯体の性能表示
日本建築学会構造系論文集，562，2002.

被害率関数の話

地域被害分布評価→地域防災計画

被害率関数

全壊率 0.8%

全壊率 1.2%

被害率関数の利用法

• 地域の弱点を知る

• 対策優先地域を決定する

• 地域の将来計画（都市計画）へ利用する
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地震リスクマネジメントの方法

旧来の方法：地域被害率を求める方法

1.イベントツリー

2.被害率関数

3.地震ロス関数

（１）イベントツリー
• サイトの地震動の最大加速度が300galのとき、地盤被害が発生し建物崩

壊する確率が20％、震動被害発生の確率が40％で、そしてその状況下で
出火し半焼以上の確率が60％、さらに延焼し全焼する確率が50％とする。

被害要因 発生 損失 リスク
地盤崩壊 震動被害 出火 延焼 被害形態 確率 量 [%]

無被害 0.48☓0% = 0

震動被害0.128☓25%=2.7

半焼 0.096☓50%＝4.8

全焼 0.096☓75%＝7.2

崩壊 0.2☓100%=20

300gal 0.8 0.6

トータルリスク＝Σリスク＝22.83%
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（１）イベントツリー
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集団特性を表す関数型

定義：建物群としての集団的耐震性能
目的：地域内の建物群の被害の説明。

地域の被害評価。
名称：被害率関数 Fragility curve、Damage rate function
関数の特徴：集団特性として、ある平均的耐震性強さの周りに正規分布

採用関数型：累積正規分布

様々な関数：地震動入力指標別（岡田・高井1999）
建築年代別（長谷川・翠川1998）
地域別（高井・岡田1998）

（２）被害率関数
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入力別の被害率関数 建築年別の被害率関数 地域別の被害率関数

被害率関数：地域被害率を与える関数

木造建物の様々な被害率関数 （３）地震ロス関数
• 損失関数

• 地震ハザード情報

地震動 a

損失量

無被害 25% 50% 75% 100%

なし a=0 1 0 0 0 0

100gal 0<a<200 0.95 0.05 0 0 0

300gal 200≦a<400 0.50 0.15 0.10 0.10 0.15

500gal 400≦a<600 0.05 0.05 0.20 0.20 0.50

700gal 600≦a<800 0.02 0.02 0.16 0.20 0.60

地震動 a 発生確率

なし a=0 0.80

100gal 0<a<200 0.10

300gal 200≦a<400 0.05

500gal 400≦a<600 0.03

700gal 600≦a<800 0.02

（３）地震ロス関数

地震動 a リスク (%)

100gal R100

300gal R300

500gal R500

700gal R700

（３）年間損失関数

損失量 ﾘｽｸ (%)

無被害 R無被害

25% R25%

50% R50%

75% R75%

100% R100%

これまで：地域防災計画

被害率関数

全壊率 0.8%

全壊率 1.2%

これから：建物個別の価値評価

損傷度関数
損傷度 0.5(D3)

損傷度 0.7(D4)

損傷度 0.9(D5)

新しい被害関数の提案

•
•

個別建物の耐震性の記述

耐震診断値

木造 Is-WF 

(Seismic Index of Structure composed of Wood Frame)
RC造 Is-RC (Seismic Index of Structure composed of RC)

D３

軽微

D４ D５ D６D２D1

小破 中破 大破 倒壊

一部破損 半壊 全壊

被害尺度

D-level

RC被害ランク

自治体統計

損傷度

×地震動入力（震度、Vmax)損傷度関数

0.0 1.0
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損傷度関数（岡田・高井の方法）

mx

x

x

eexF

m











 11)( 0

個体特性を表す関数型

定義：建物単体の耐震性能
目的：一建物の耐震性（価値）評価・被害評価

ある建物内での死傷者発生評価
名称：損傷度関数 Damage Index Function
関数の特徴：耐震性軸におけるあるインターバルで極値を持つ関数

極値周りの対象性は保証されない
最弱要素が全体の耐震性を規定

採用関数型：ワイブル分布

(2)建物損傷度関数の提案

これまで：地域防災計画これまで：地域防災計画
　　　地域　　　
　被害率関数

全壊率 0.8%

全壊率 1.2%

これから：建物個別の耐震評価これから：建物個別の耐震評価

損傷度関数
損傷度 0.5(D3)

損傷度 0.7(D4)

損傷度 0.9(D5)

損傷度関数
これまで：地域防災計画これまで：地域防災計画

　　　地域　　　
　被害率関数

全壊率 0.8%

全壊率 1.2%

これから：建物個別の耐震評価これから：建物個別の耐震評価

損傷度関数
損傷度 0.5(D3)

損傷度 0.7(D4)

損傷度 0.9(D5)

損傷度関数
損傷度関数の求め方
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損傷度関数

耐震診断値の分布
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損傷度関数の求め方
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損傷度関数３次元表示
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損傷度関数の表現
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（耐力大）

損傷度関数の利用法（１）
耐震診断値－地震動入力 （求値：損傷度）

（１）耐震診断値から損傷度評価：地震被害評価

（２）個別建物の地震リスク評価：建物価値評価（デューデリジェンス）
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Is-WF:0.3-1.0 Is-RC:0.3-1.2で乱数発生させて140kineを想定した場合
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損傷度関数の利用法（２）

地震動入力－損傷度 （求値：耐震診断値）

（１）建物耐震性評価：必要耐力の見積もり

耐震診断値

地震動入力

損傷度

（耐力大）

（揺れ大）

（被害大）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0

震度

損

傷
度

0.7

1.0

1.5

震度

損
傷
度

耐震診断値

生命の危険回避

居住不能回避

雨露回避

生活支障なし

瑞浪市の耐震補強目標値の設定

ハザードマップ
（震度分布）

生命危険回避に必要
な補強耐力

（必要Is値分布）

居住不能回避に必要
な補強耐力

（必要Is値分布）

太田（東濃地震科学研究所）による

損傷度関数の利用法（３）

耐震診断値

（耐力大）

損傷度

（被害大）

地震動入力

（揺れ大）

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0.1 0.4 0.7 1 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8

耐震診断値

損

傷
度

7.5-
7.0-7.5
6.5-7.0
6.0-6.5
5.5-6.0
5.0-5.5
4.5-5.0
4.0-4.5
3.5-4.0
3.0-3.5
0.0-3.0

耐震診断値

損
傷
度

地震動入力

損傷度－耐震診断値 （求値：地震動入力）

（１）影響するハザード評価：再来期間の推定（施設の想定使用年限）

（２）ハザード評価：自分たちが住みたい場所探し（土地の評価）

民間によるリスクマネジメントで扱う損失

リスク＝発生確率×損失

リスク数値化のために損失を費用換算することが多い

• 物的被害による損失：施設が被害を受けたときの復旧費用

• 人的被害による損失：代替労働力賃金＋人的補償費用

• 機能低下による損失：生産停止・営業停止に伴う損失費用

• 派生被害による損失：間接的影響による損失（周辺住民へ
の補償費用等）

• 経済的損失：社会的経済損失（行政レベルで見たとき）

ﾘｽｸ(被害)の指標化

• 企業：BCP

• 個人世帯：FCP

上位概念としてのBCM（Business Continuity Management)

BCPとは

Business Continuity Plan（事業継続計画）

なぜ、BCPが重要なのか？

36

①自然が誘因となる災害

②人間の過失による事故

③意図した暴力行為テロ

組織には
社会的責任が
存続する

組織の業務継続危：自らへの脅威としての危機
機：信頼を勝ち取る好機

義務

目標
達成

辞書

危機

いかなる危機に見舞われても、組織の社会的責任（義務）を果たすべく、
業務継続を目標に掲げて対策を実行すれば、組織の信頼を勝ち取る好機に
も繋がる。
業務継続を目標に掲げて対策を実行

社会的背景

企業・組織の事業構造は
多様化・複雑化

1組織の停滞が事業連関
停止に繋がり影響は大
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BCMが対象とする事象

37

Crisis
危機

Catastrophe
大惨事

Event
出来事

Accident
事故

Incident
小事件

Emergency
緊急事態

Disaster
災害

Calamity
惨事

大 発生頻度 小

小 被害程度 大

長期間の活動必要短期で解決

現場＋対策本部現場

いつもと違う状態・事件

不慮の人的被害・器物破損

重大事件に発展する可能性のある出来事

緊急に対処しなくてはならない不慮の危険な状態

多くの対処を必要とするより危険で深刻な状況

生命・財産の喪失を伴う突然の大きな惨事

多大の苦しみや悲しみをもたらす災害・不幸

個人あるいは特定の集団における悲惨な結末

：ある程度事態の進行が予測できる出来事

被災シナリオが必須

BCPの概念図

不測の事態が発生しても、重要事業を中断させず、可能
な限り短期間で平常業務を復旧させるための計画

38

突発的発生への対応イメージ
（地震災害、水害、テロ等）

段階的発生への対応イメージ
（感染被害、電力不足等）

A

時間

地域産業や企業の経済力

事前対策により
軽減できる

直接被害額

C

B

直接被害額
相当額

被害を受けた建築
物や道路等を震災
前の状態に戻すた
めに必要な金額
（再調達価格）

間接被害額
復興完了までに発生した機会
的損失（時間的ロスや倒産・休業

等）の時間積分値に相当する
金額。

L

実施

なし

C

なしなし実施事前の復興計画

なし実施実施事前対策

DBA C

なし 実施復興政策

実施 実施事前対策

DBA

D

地震
復旧・復興政策に

より軽減できる
間接被害額

（ 斜線 部分 ）

なし

なし

実施

なし

地震産業防災マネジメントの概念図

（成長過程にある東海地域の例）

間接被害の発生は、種々の条件
が複合的に関与している。

FCP：被害はモノだけではない

WHOの「健康」の定義：
健康とは身体的・精神的かつ社会的に全てが充たされた状態で、単に病気では
ないことを意味するのではなく、人間としての尊厳及び生活の質が十分に確保さ
れた状態これをWell-beingの状態という。

岡田が考える「防災」の定義：
防災を「被害を防ぐ」という位置づけで考えるのではなく、「Well-being」を実現す
るためのツールと捉えたい。

目指すべき状態は：

40

Well-being ココロ

カラダ シサン

家族
の死

人的
損傷

住居
損失

シナリオ評価の視点

41

スタート

物的
被害

機能
被害

派生
被害

人的
被害

経済
被害

①シナリオの時空間拡大

②主体者の視点

主体者にとり重要なリスクの見極め

③マネジメントの視点
マネジメント可能な要因の見極め

まずはリスクの大きさを知ることが重要

リスクシナリオ
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リスクシナリオ（簡単な例）

太田・岡田（１９８９）：震災のダイナミクスより

世帯の

被害の連関モデル

地震地震
地盤
被害
地盤
被害

室内室内

住家住家

ライフライン

交通網

周辺周辺

人的人的

出火出火

避難
困難
避難
困難

延焼延焼

人的人的

生活
支障
(短期)

生活
支障
(短期)

生活
支障
(長期)

生活
支障
(長期)

リスクシナリオ（都道府県単位の例） リスクシナリオ（世帯単位の例）

１．リスクマップについて
① 従来の使い方と問題点
② 本来の使い方

２．現状のリスク評価に欠落している視点１
① 危険箇所認定・ゾーニング

３．現状のリスク評価に欠落している視点２
② 時間軸とまちの発展と衰退

４．現状のリスク評価に欠落している視点３
③ 直下型地震の危険度評価（対策のパターン分類）

５．現状のリスク評価に欠落している視点４
④ 地震動分布の戦略的選択法（被害分布の分類）

６．被害想定を考える

リスクマップの使い方(総集編)

１．リスクマップについて
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リスクマップの例 Hazard & Risk Mapの従来からの使い方

• 住民に公開し防災意識の向上を図る．
– Hazard & Risk Mapの公開→危険箇所の認識
– 被害量（被害棟数、死者数）の公開→被害量の認識

• 建築行政に反映し災害に強いまちづくりを目指す．

• 災害時配備職員人数
– 災害規模→第１・２・３非常配備決定

• 避難所必要面積
– 罹災者数×１ｍ２

• 備蓄量の算定
– 水：罹災者数×3㍑／日×3日

スローガン

対応マニュア
ルの数的根拠

現状での問題点と解決への方針

（問題点）
• Map作成が目標になってしまっている．

（解決への方針）

• スローガンから利用具体案の提示へ．

• 応急対応への利用から総合防災利用へ．

• 被害率対策（目標設定）から個別損傷度対策

（個別耐震化対策）へ．

都市防災に必要なハザード情報

• 単体の防災

– Ｒｉｓｋ＝Ｈａｚａｒｄ×Ｖｕｌｎｅｒａｂｉｌｉｔｙ

– Ｈａｚａｒｄ：構造物への入力
• 確率論的：ベースシア係数×補正項

• 確定論的：地震動時刻歴

• 集団の防災

– Ｒｉｓｋ＝Ｈａｚａｒｄ×Ｖｕｌｎｅｒａｂｉｌｉｔｙ×Ｐｏｐｕｌａｔｉｏｎ

– Ｈａｚａｒｄ：地域への入力分布
• 確率論的：確率論的地震動分布（震度分布）

• 確定論的：シナリオ地震による地震動分布（震度分布）

地震動入力と防災情報

地震動入力への影響要因 防災情報

• 断層近傍問題
断層位置、ディレクティビティ、

アスペリティ分布、位相特性

• ３次元地下構造問題
地盤増幅、エッジ効果、

干渉効果、焦点効果

入力波形
スペクトル

指標化

震度
Amax、Vmax

Hazard Map

点情報

面情報
Risk Map

構造物
脆弱性、分布

２．危険箇所認定・ゾーニング

現状のリスク評価に欠落している視点１
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地域誘導（日本の例：法令による方策）

現状における方策

• 条例による開発行為規制

－急傾斜地崩壊危険区域指定／開発行為に許可必要

－災害危険区域（水害関係）指定／同上

• 都市計画法による建築制限

－用途地域制限／建築物の用途・形態・容積等に制限

（Hazard Mapの積極的活用は見られない．）

• 断層法
（日本学術会議：阪神淡路大震災調査特別委員会第二次

報告において断層法を提言するが未制定.）

これからの方向性

• 都市マスタープラン（都市全体の発展方向と骨格的施設）作成

手順１．問題地区の選出

強度改善地区／改善地区／根幹施設整備地区／保全地区

手順２．情報の公開

住民参加型まちづくり

手順３．整備費用の見積もり

整備の程度・順番の決定→整備シナリオ

（Hazard Mapの積極利用に期待）

地域誘導（日本の例：法令による方策）

Hazard Map

Hazard Map

Hazard Map

３．時間軸とまちの発展と衰退

現状のリスク評価に欠落している視点２

岡田成幸・太田 裕：都市圏居住域の時間拡大性を考慮した
地震危険性の長期評価－札幌圏を例として－, 日本建築学
会構造系論文報告集, 389, 10‐20, 1988.

元文３年
(1738)

明治22年
(1889)

大正９年
(1920)

昭和７年
(1932)

昭和31年
(1956)

昭和22年
(1947)

軟弱地盤

浸水低地域

軟弱地盤

札幌市の市街地発展と軟弱地盤地域

東京都の市街地発展と軟弱地盤地域 名古屋市の市街地発展と浸水地域

都市のスプロール現象

Risk = Hazard×Vulnerability×Populati on

Risk(t) = Hazard(t)×Vulnerability(t)×Populati on(t)

Hazardの時間変化：発生確率

Vulnerabilityの時間変化：耐震技術の進歩・ 経年劣化

Populationの時間変化：都市開発行為・都市計画・都市の成長と衰退

本研究

Risk(t) = Hazard×Vulnerability×Populati on(t)

Risk評価の方法

太 平 洋 沖 （ 中 距 離 ） 中 ・ 大 型 地 震

沿 岸 性 （ 近 距 離 、 直 下 ） 中 程 度 地 震

石狩湾地震（１８３４年）
M6.8, 深さ10km

震度＝ｆ（M,Δ）＋［表層地質補正値］

ｆ（M,Δ）=2M‐4.602×logΔ‐0.00166Δ‐0.32：河角式

ハザードの考え方（固定）
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札幌市の将来的危険度診断

1985年 2035年

住
家
棟
数
（
万
棟
）

被
害
棟
数
（
万
棟
）

被害率上昇

被
害
棟
数

影
響
度
（
％
）

無規制

市街化区域規制

環境変化分

無規制
市街化区域規制

市街化調整区域指定による対策

都市防災の基本的プロセス

地震想定

Hazard評価

Risk評価

実験式群
地盤資料

• 揺れやすさマップ

比較

環境資料
• 被害関数
• 分布

対策

Resilience評価
• 対応シナリオ
• 優先度意思決定

Resistance評価
• 地域構造見直し
• ハード見直し

目標像

発展／衰退 地域構造変化

制御

No

Yes

END

地震資料
• 活断層マップ
• 歴史地震史料
• 確率論的地震動予測地図

上位行政指導

住民参加型
まちづくり

都市マス

都市計画事業３本柱
• 土地区画整理事業
• 都市施設整備事業
• 再開発事業

法令

地域データベース

START

都市

Risk=Hazard×Vulnerability×Population

４．直下型地震の危険度評価

現状のリスク評価に欠落している視点３

行政の対策意思決定の問題点：シナリオの１本化

• 内閣府の対策指針：死者数を半減させるための耐震化対策（数）
• 当研究室の提案１：死者の発生の地域格差を是正（分布）
• 当研究室の提案２：分布パターンにより優先対策が異なる（分布）

岡田成幸・戸松誠：都市直下地震を想定した入力地震動の考え方と地域防災
計画への指針 ～震源パラメータの不確定性がもたらす地震動入力及び被害
評価への影響～, 日本建築学会構造系論文集, 530, 37‐44, 2000.

ハザードマップの不確定性

自治体はハザードがユニークなもの
だと思いこんでいる
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断層を特定した地震動分布予測

• 文科省：地震調査研究推進本部（２００５年に発表）

• 内閣府：中央防災会議（２００６年に発表）

詳細な震度分布が公表。
同じ地震を想定しているのに、ハザードが大きく異なっている。

余談：
• 防災実務組織（愛知県）は小さめの評価
• 研究組織（調査会、防災会議）は大きめの評価
• 後出しの方（防災会議）が先出し（調査会）よりも大きめの評価

東南海・南海連動地震

中央防災会議（２００６） 地震調査研究推進本部（２００５）

地震学（理学）は防災に寄与できるのか？
・地震・災害の事後解釈は防災ではない
・地震を事前予測し、その情報を配信するのが理学的防災である

地震学の現状の実力では・・・

– 地震予知の3要素
• 規模（マグニチュード）：想定可能と言われていたが、連動型が発生し・・・？

• 場所：想定可能と言われていたが、内陸地震については・・・？

• 時間：不確定性が大きく、確率で表記。しかし、確率の解釈が難しい・・・？

防災工学的な考え方を導入せよ！

地震学情報のみでは確実な想定は難しい！

様々な入出力（地震動～災害パターン）を考慮
し、多重防御で対応せよ！

災害対策においてモデル化することの意味再考

被害想定とは・・・モデルを使ったシミュレーションであり、
地域（都市）の地震健康性に関する人間ドック（モニタリ
ング）に相当する。防災対策の第一歩である。
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具体的対策

73
対策立案のプロトコル：私・民・官・地域、全てに共通です。

地震防災セミナー ～地震と共に暮らす～

対策の目標像

敵の強さ（ハ

ザード）を知る自分の弱さ（被害）

を知る

材料強度・防潮堤の高さ

備蓄量・避難経路整備

予防型:ハード対策

発災対応型：ソフト対策

工学的

対策戦略のための基本情報の取得

• 地震想定

• 被害想定

（１） 最大被害想定

（２） シナリオ想定

74

想定値（耐震基準）：これよりもX倍強くつくる

それ以上の地震動が来たら

想定外

空間分布：被害分布
時間連鎖：被害連関

違うパターンの被害
が発生したら

対応戦略を練る

予防型対策

発
災
対
応
型
対
策

想定外違うパターンの被害
が発生したら

予防型対策

発
災
対
応
型
対
策

被
害
の
連
鎖

自然現象 物的被害 機能被害 生活支障 経済機能

地震動

津波

出火

建物

ライフライン

人的

ライフライン機能

交通機能

避難

物資不足

医療機能

衛生

教育

就労

地域経済

対
応

救出・救護活動

避難・支援活動

医療救護活動
復旧活動

これからのやり方

これまでのやり方

対応戦略の考え方

75

地震
想定

震度
分布

被害
分布

対応戦略
(固定)

被害
分布

被害
分布

被害
分布被害

分布

被害
分布

震度
分布

対応戦略
(複数)

優先対応
戦略

単一

多様
優先度意思決定
•対策決定のための規準整理
•AHPによる行政意思決定
•地震工学的意思決定

北海道周辺の地震活動

• 遠距離海洋性地震

Ｍ７．５級（大地震） 距離：２００ｋｍ

• 都市直下地震

Ｍ６．５級（中地震） 距離：直下

札幌市を襲う地震
札幌市の被害想定結果

全壊

家屋数

（棟）

半壊

家屋数

（棟）

死者数

（人）

重傷者
数

（人）

軽傷者
数

（人）

罹災者
数

（人）

海溝型 60 110 0 0 0 430

直下型 6,900 42,100 240 1,165 11,825 127,100
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• 断層パラメータ不確定

• ３６タイプでシミュレーション

• 被害分布パターンの見極め

• 対策決定のための規準整理

• ＡＨＰ法による行政意思決定

• 地震工学的観点からの意思決定

被害評価

被害分布

防災シナリオ

（複数）

防災シナリオ
（固定）

多様

単一

対策優先度
意思決定

札幌市の防災対策優先意思決定

これまで

札幌市の想定直下地震

 
想定直下地震 遠距離地震 パラメータ 単位 

標準設定 揺らぎ幅 標準設定 揺らぎ幅 

断層長さ km 20  120  

断層幅 km 10  25  

変位量 m 1  4  

断層面分割数  12×12  15×5  

破壊開始点  断層南端 北端-南端 断層南端 北端-南端 

立上がり時間 秒 1.1 ±75% 4.5 ±75% 

傾斜角 ゜ 45 45、90、135 55  

深さ km 1 1～26 4.3 1～26 

Ｓ波速度 km/秒 3.5  3.4  

破壊速度 km/秒 2.3 ±30% 2.9 ±30% 

断層位置  図２① 図２①②③

④⑤⑥ 

N42.53 ゜

E139.45゜ 

 

震度分布への影響を検討するため
の震源パラメータ一覧

震源パラメータの地震動への影響と決定法

記録からの推定 
（マグニチュード） 

分布に影響 
（シミュレーション） 

max－min判断原理 
（防災計画上安全側）

断層長さ 

幅 

すべり量 

傾斜角 

破壊開始点 

断層位置 

破壊伝播速度 

震源深さ 

 

 

北部が被災するケース

南部が被災するケース

西部が被災するケース

東部が被災するケース

直下地震による震度分布（１）

全域が被災するケース

中央区を中心に分散

西部に分散

南北に分散

直下地震による震度分布（２）
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地震被害評価例と対策パターン分類

地域 揺れ制御要因

今まで 北東部：震度大

南西部：震度小

地盤条件 軟弱地盤

硬質地盤

ＥＱ３ 北西部：震度大

他全域：震度中

震源特性 断層位置

ＥＱ１５ 中心部：震度大

南部 ：震度大

震源特性 断層位置

傾斜角

今まで 既存シナリオ 軟弱地盤地区重点化

ＥＱ３

ＥＱ１５

別シナリオ 震度大地区の耐震化対策

防災資源備蓄量

避難所配置

人的運用計画（被災地・支援地）

住民への危険度周知

◆ 揺れ方

◆ 対策

ＥＱ３

ＥＱ１５

行政区別の評価被害量のばらつき

0

10 0

20 0

30 0

40 0

50 0

60 0

70 0

80 0

90 0

1 0 00

中 央 区 北 区 東 区 白 石 区 豊 平 区 南 区 西 区 厚 別 区 手 稲 区

全
壊
棟
数

被害量 行政区 要因 対策 
安定地区 厚別区 

南区 
手稲区 
南区 
西区 
豊平区 

硬質地盤 
〃 
〃 

比較的安定な地盤 
〃 
〃 

固定被害シナリオで対応可 
 備蓄量（安定） 
 避難所（固定） 
 人的配備（固定） 
  

不安定地区 東区 
北区 
豊平区 

軟弱地盤 
〃 
〃 

複数被害シナリオ必要 
 地域内被害分布評価の必要 

 

• 断層パラメータ不確定

• ３６タイプでシミュレーション

• 被害分布パターンの見極め

• 対策決定のための規準整理

• ＡＨＰ法による行政意思決定

• 地震工学的観点からの意思決定

被害評価

被害分布

防災シナリオ
（複数）

防災シナリオ
（固定）

多様

単一

対策優先度
意思決定

札幌市の防災対策優先意思決定
地震工学・都市計画学的観点からの規準

工学Ａ 物的最大被害を与えるケース

・被害量（被害額）最大となるケース

・住民被害最大となるケース：EQ13（住居被害最大）

・住民生活被害（ライフライン被害）最大となるケース

・地域被害（基幹産業施設被害）最大となるケース

工学Ｂ 間接被害最大を与えるケース

・人的被害が最大となるケース：EQ28

・火災延焼が最大となるケース：EQ28

・後続被害が最大となるケース

工学Ｃ 開発計画区の被害が最大となるケース

・人口増加地域の被害が最大となるケース：EQ3,EQ30

・都市計画重点地域の被害が最大となるケース：EQ4

対策パターン分類

防災行政的観点からの規準

防災Ａ 対応パターンが大きく異なるケース
・全市的に被害が広がるケース：EQ13,EQ15

・被害量が際立った地域が複数あるケース：EQ9,EQ11

・被害が市の一部に集中するケース：EQ16,EQ22,EQ25

防災Ｂ 中枢施設集中地区が被災するケース
・防災中枢施設集中地区が被災するケース：EQ15

・政経情報中心地区が被災するケース：EQ15

・地域基幹産業施設集中地域が被災するケース：札幌市は該当せず

・商業中心地区が被災するケース：EQ15

・住宅集中地区が被災するケース

防災Ｃ 危険地区が被災するケース
・産業危険施設が被災するケース：札幌市は該当せず

・指定危険地域が被災するケース：EQ15（指定急傾斜地）

・歓楽密集地域が被災するケース：EQ15

・旧市街地が被災するケース：EQ15,EQ28（人口密集地区、道路狭隘）

防災Ｄ 迅速対応が難しい地区が被災するケース
・遠隔地が被災するケース：EQ11

・被災により交通アクセスに難を生じるケース

・災害弱者の多い地域が被災するケース：EQ3（高齢者家族）、EQ4(転出入者多）

対策意思決定
• 行政による決定 ～ＡＨＰ法による～

ＥＱ１３ ＥＱ１５

• 地震工学からの決定

ＥＱ１３ ＥＱ１５ ＥＱ２８

EQ13

中枢施設地区：中央区

軟弱地盤

住宅地区：北区・東区・白石区

旧住家密集地区：北区

EQ28
石狩湾

EQ15
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５．地震動分布の戦略的選択法

中嶋唯貴・岡田成幸：死者低減を目的とした行政レベルの震災対
策意思決定のための多種想定地震の戦略的選択法 －名古屋
市域における事例研究－, 日本建築学会構造系論文集, 639，
775‐783, 2009.

現状のリスク評価に欠落している視点４

愛知県に影響する地震

内閣府（中央防災会議）の想定地震より

活断層のトレースとモデル化

①猿投ー高浜断層帯 ②名古屋市直下M6.9

③加木屋断層帯 ④養老ー桑名ー四日市断層帯

（場所も大きさも未定：伏在断層に対応させた）
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高影響度地震抽出とその効果の検証の流れ

名古屋市における41想定
地震動の調整とDB化

クラスター分析を用いた
４１地震動の分類と抽出

猿投－高浜断層 1
名古屋直下M6 4
恵那山猿投山北断層 14
加木屋断層 2
伊勢湾断層帯主部 16
鈴鹿西縁断層帯 22
愛知県作成東南海地震 36
愛知県作成東海・東南海地震 37
岐阜大作成東南海地震 40
岐阜大作成東海・東南海地震 41
四日市－桑名－養老断層 5
養老山地西縁断層帯 18
鈴鹿東縁断層帯震度 19
柳ヶ瀬－関が原断層帯 21
養老断層地震 38
愛知県作成東海地震 35
岐阜大作成東海地震 39
布引山地東緑断層帯東部 3
白子－野間断層 17
布引山地東縁断層帯 20
頓宮断層 23
琵琶湖西岸断層帯 27
伊那谷断層帯 8
木曽山脈西縁断層帯主部震度 10
赤河断層帯 13
清内路峠断層 9
佐見断層帯 11
白川断層帯 12
武儀川断層 15
名張断層帯 24
大鳥居断層帯 25
湖北山地断層帯北西部 26
京阪奈丘暁曲断層 28
上林断層震度 29
三峠断層震度 30
大阪湾断層帯震度 33
山田断層帯主部 31
御所谷断層 32
中央構造線断層帯 34
花折断層帯 6
中央断層帯 7
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死者数の比較

築年代分布
1950以前 11%
1951 ～1960 8%
1961 ～ 1970 16%
1971 ～ 1980 23%
1981 ～ 1990 20%
1991～ 22%

最大震度 ３想定地震 愛知県作成東海・東南海地震
死者数 1,228 1,160 30
包含率 100% 94% 2%

死者数の算出方法 築年代分布
1950以前 11%
1951 ～1960 8%
1961 ～ 1970 16%
1971 ～ 1980 23%
1981 ～ 1990 20%
1991～ 22%

木造人口 木造戸建人口率木造長屋共同人口率在宅率
使用したデータ 936408 84% 16% 92%

クラスター分析を用いた地震分類

Ward 法の地震動データベースへの適用
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n:全メッシュ数 d(t,k):地震tと地震kの距離

d(t,k):地震tと地震kの距離：死者数の違い
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Dni ：メッシュiにおける推定死者数

地震動のデータベース化の手順
作成機関 地震番号 地震名

1 猿投－高浜断層

2 加木屋断層

3 布引山地東緑断層帯東部

4 名古屋直下M6

5 四日市－桑名－養老断層

6 花折断層帯

7 中央断層帯

8 伊那谷断層帯

9 清内路峠断層

10 木曽山脈西縁断層帯主部震度

11 佐見断層帯

12 白川断層帯

13 赤河断層帯

14 恵那山猿投山北断層

15 武儀川断層

16 伊勢湾断層帯主部

17 白子－野間断層

18 養老山地西縁断層帯

19 鈴鹿東縁断層帯震度

20 布引山地東縁断層帯

21 柳ヶ瀬－関が原断層帯

22 鈴鹿西縁断層帯

23 頓宮断層

24 名張断層帯

25 大鳥居断層帯

26 湖北山地断層帯北西部

27 琵琶湖西岸断層帯

28 京阪奈丘暁曲断層

29 上林断層震度

30 三峠断層震度

31 山田断層帯主部

32 御所谷断層

33 大阪湾断層帯震度

34 中央構造線断層帯

35 愛知県作成東海地震

36 愛知県作成東南海地震

37 愛知県作成東海・東南海地震

38 養老断層地震

39 岐阜大作成東海地震

40 岐阜大作成東南海地震

41 岐阜大作成東海・東南海地震

中
央
防
災
会
議

愛
知
県

岐
阜
大

①地震動予測をおこなったメッシュの大きさをそろえる。

②名古屋市を1km×1kmで区切った各メッシュの人口
は平成12年国勢調査を用いる。

③上記メッシュには41の想定地震により計算された震度
を対応させる。

クラスター分析を用いた地震動分類

猿投－高浜断層 1
名古屋直下M6 4
恵那山猿投山北断層 14
加木屋断層 2
伊勢湾断層帯主部 16
鈴鹿西縁断層帯 22
愛知県作成東南海地震 36
愛知県作成東海・東南海地震 37
岐阜大作成東南海地震 40
岐阜大作成東海・東南海地震 41
四日市－桑名－養老断層 5
養老山地西縁断層帯 18
鈴鹿東縁断層帯震度 19
柳ヶ瀬－関が原断層帯 21
養老断層地震 38
愛知県作成東海地震 35
岐阜大作成東海地震 39
布引山地東緑断層帯東部 3
白子－野間断層 17
布引山地東縁断層帯 20
頓宮断層 23
琵琶湖西岸断層帯 27
伊那谷断層帯 8
木曽山脈西縁断層帯主部震度 10
赤河断層帯 13
清内路峠断層 9
佐見断層帯 11
白川断層帯 12
武儀川断層 15
名張断層帯 24
大鳥居断層帯 25
湖北山地断層帯北西部 26
京阪奈丘暁曲断層 28
上林断層震度 29
三峠断層震度 30
大阪湾断層帯震度 33
山田断層帯主部 31
御所谷断層 32
中央構造線断層帯 34
花折断層帯 6
中央断層帯 7
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①太線の部分で切断すると地震動
予測は4つのクラスターに分類され
る。

②この樹形図は、人口で重み付け
人々が被る震度が高い想定地震
が第一クラスターとして抽出される。

③一番震度が高い地震の集合で
ある第一クラスターのみに注目し、
残りを無視する。

①第一クラスターを図の点線部
で再び分類（小影響地震は無
視）すると、３つのクラスター
に分類される。

②上部に位置する地震が住人
に大きな影響を与える想定
地震（クラスターの中で代表
的な地震）。

③それぞれのクラスターの代表：
猿投－高浜断層、
加木屋断層、
四日市－桑名－養老断層。
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抽出した想定地震の震度分布
猿投－高浜断層

加木屋断層

四日市－桑名－養老断層

東海・東南海連動型地震

東側 西側

南西 南西

類似している

現在の想定地震
死者差分による包含比較

死者数の比較

最大震度 ３想定地震 愛知県作成東海・東南海地震
死者数 1,228 1,160 30
包含率 100% 94% 2%

抽出した３地震で94％含んでいる

現在の地震防災対策を行う上で想定地震として度々使われている
東海・東南海地震での死者の割合は2％程度で、最悪状況に比較
し98％の死者を見逃していることになる。

伏在断層を対象とした包含比較

耐震化戦略への応用

①防災戦略において地域の耐震改修が地震による死者数の効率的軽減に寄与することが
重要である。

②次に発生する地震予測が難しい状況にあることに鑑みるなら、想定地震以外の地震が
発生した場合においても進めている耐震化戦略が死者軽減に効果を持つことが要求さ
れる。

③耐震化戦略を検討する地震動想定で算出した死者数が現在考えうる死者数の大半
を含むような想定地震であることが望ましい

この観点より、名古屋市内で木造住居の倒壊により発生しうる死者を、各メッシュ41地震
の最大震度を用いることで算出したものをベースに、選定された３地震が死者数及びその
分布においてどの程度をカバーしているかを検討し、選択の適否を判断した。

まとめに代えて
～被害想定を考える～

• 被害想定とは・・・

当該地域にある被害を仮定するということ．

（机上シミュレーション）

• Risk Mapの本来的意味は・・・

当該地域の脆弱性を評価するということ．

• 一歩進めて・・・

これを診断と位置づけられないか．

現状診断／経年変化診断

（実測診断）
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建築領域に見る様々な解析手法
主とする分野 対象 対象事例 データ入手の手段 基礎方程式・モデル 解析手法

構造系 振動現象 地盤震動 地震計 分布定数系 波動方程式

構造物時系列解析 振動計 集中定数系 ２階同時微分方程式

構造物崩壊現象追跡 有限要素法、
個別要素法

構造物制御 振動計、ひずみ計 システム制御モデル
（システム同定）

ＭＡ、ＡＲ、ＡＲＭＡ

計画系 空間現象・行動 人間誘導 カメラ 透視射影方程式

行動モデル ダイクストラ法、MAS、
セルオートマトン

不可視状態 地盤震動 アンケート テキストデータ テキストマイニング

世帯被害調査 エスノグラフィック・
インタビュー

ストラクチャード・イ
ンタビュー

統計データ 標本検定

集団特性値

確率分布推定

多変量解析

多変量解析と数量化理論

多変量解析法
（量的データ）

数量化理論
（質的データ）

解説

重回帰分析 数量化１類 回帰式

判別分析 数量化２類 類似カテゴリーへの分類

主成分分析 数量化３類 潜在因子の発見と類似カテゴ
リーへの分類

クラスター分析 数量化３類 分類を階層化


